
女性活躍推進法に基づく事業主行動計画の実施状況（平成30年7月現在）

　①　採用の女性割合（県立学校教職員、県教育委員会事務局職員及び神戸市を除く市町立学校教員）

○女性教職員の採用割合
男性 女性 計 女性の割合

平成29年度 453 574 1,027 55.9%
平成28年度 548 606 1,154 52.5%

 【うち県立学校及び県教育委員会関係】
男性 女性 計 女性の割合

平成29年度 157 146 303 48.2%
平成28年度 215 153 368 41.6%

 【うち市町立学校関係】
男性 女性 計 女性の割合

平成29年度 296 428 724 59.1%
平成28年度 333 453 786 57.6%

　②　管理的地位にある職員に占める女性割合

○管理職の女性割合①（県立学校の教育職・行政職）

男性 女性 計 女性の割合 男性 女性 計 女性の割合
全体 4,850 3,332 8,182 40.7% 4,936 3,320 8,256 40.2%

うち校長 140 23 163 14.1% 142 22 164 13.4%
うち教頭 187 22 209 10.5% 188 23 211 10.9%

うち事務長 101 64 165 38.8% 110 53 163 32.5%
管理職合計 428 109 537 20.3% 440 98 538 18.2%

○管理職の女性割合②（県教育委員会事務局の課長・副課長等）

男性 女性 計 女性の割合 男性 女性 計 女性の割合
全体 389 130 519 25.0% 393 131 524 25.0%

管理職合計 79 15 94 16.0% 134 27 161 16.8%

平成30年度 平成29年度

平成30年度 平成29年度



○管理職の女性割合③（神戸市を除く市町立学校の校長・教頭）

男性 女性 計 女性の割合 男性 女性 計 女性の割合
小学校 4,581 7,097 11,678 60.8% 4,791 7,647 12,438 61.5%
うち校長・教頭 948 226 1,174 19.3% 962 216 1,178 18.3%

中学校 3,569 2,716 6,285 43.2% 3,792 2,902 6,694 43.4%
うち校長・教頭 479 37 516 7.2% 483 35 518 6.8%

定時制校等学校 18 5 23 21.7% 17 6 23 26.1%
うち校長・教頭 3 0 3 0.0% 3 0 3 0.0%

特別支援学校 163 254 417 60.9% 175 255 430 59.3%
うち校長・教頭 21 7 28 25.0% 22 6 28 21.4%

全体計 8,331 10,072 18,403 54.7% 8,775 10,810 19,585 55.2%
管理職合計 1,451 270 1,721 15.7% 1,470 257 1,727 14.9%

　③　各役職段階に占める女性職員の割合

○各役職段階の職員の女性割合（県立学校の教育職に限る）

男性 女性 計 女性の割合 男性 女性 計 女性の割合
全体 4,936 3,320 8,256 40.2% 5,006 3,289 8,295 39.7%
うち校務運営委員会 1,735 463 2,198 21.1% 1,772 402 2,174 18.5%

　④　男女別の育休取得率・平均取得期間（県立学校教職員、県教育委員会事務局職員及び神戸市を除く市町立学校教員）

○男女別の育休取得率・平均取得期間

男性 女性 男性 女性
育児休業対象者数A 703 741 691 642
取得者数B 14 741 15 642
取得率B/A 2% 100% 2% 100%

男性 女性 男性 女性
育児休業対象者数A 703 741 691 642
取得日数合計C 3,756 525,066 4,708 476,442
平均取得日数 5.34 708.59 6.81 742.12

↓ ↓ ↓ ↓
0.01年 1.94年 0.02年 2.03年

　⑤　男性職員の配偶者出産休暇の取得率（県立学校教職員、県教育委員会事務局職員及び神戸市を除く市町立学校教員）

○男性の配偶者出産補助休暇の取得率

平成29年度 平成28年度
対象者数A 703 691
取得者数B 479 452
取得率B/A 68.1% 65.4%

○男性の育児参加のための休暇の取得率

平成29年度 平成28年度
対象者数A 703 691
取得者数B 180 145
取得率B/A 25.6% 21.0%

平成29年度

平成29年度 平成28年度

平成29年度 平成28年度

平成29年度 平成28年度

平成30年度


